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討議議事録（基本設計概要説明時） 
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事業事前計画表（基本設計時） 
 

 



 

事業事前計画表（基本設計時） 
1. 協力対象事業名 

フィリピン国 パンパンガ河・アグノ河洪水予警報システム改善計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

フィリピン国（以下フィ国という）は亜熱帯モンスーン地域に属し、モンスーンおよび台風の影響を受け、例年

暴風雨による被害を受けている。特に、フィ国最大の島であるルソン島は人口が集中し、経済活動も活発であ

り、暴風雨による被害も甚大である。 

このため、フィ国は洪水による被害軽減対策の一環として、ルソン島主要流域であるパンパンガ河、アグノ

河、カガヤン河、ビコール河流域を対象とした洪水予警報システムを日本政府の無償・有償資金協力によって

整備してきた。これらの洪水予警報システムは、当該流域での洪水被害の軽減に貢献してきている。 

しかしながら、パンパンガ河、アグノ河流域のシステムは 10 年から 30 年が経過しており老朽化が著しくスペ

アパーツも不足している。さらに観測局は老朽化に加え 90 年代のピナツボ火山噴火による火山泥流、バギオ

での地震等により損傷を受けており、15 水位観測所のうち 11 箇所にて正確な水位観測が不可能な状態となっ

ている。また、観測局または地方監視事務所（サブセンター）とマニラに位置する中央監視センター（DIC：Data 

Information Center）とを結ぶ既設幹線多重通信網は、携帯電話による混信のため中央監視センターでのリアル

タイム監視や電話連絡が出来ない状態となっている。 

このような状況を鑑み、2002 年、フィ国はわが国に対して無償資金協力による既設洪水予警報システムの改

修を要請してきた。 

フィ国は、「ゼロ」自然災害被害を目指しており、災害被害の軽減対策を重要項目として位置付けている。「中

期国家開発計画」は、2004 年から 2010 年の 6 ヵ年におよぶ国家の中期開発計画であり、防災組織強化や洪水

予警報システム等の非構造物による防災体制の強化を掲げている。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 
① パンパンガ河・アグノ河流域の洪水予警報システムを改修・拡充し、洪水に対する円滑な防災活動を可能

にする。 
② パンパンガ河・アグノ河流域の社会経済および生命を洪水から保護する。 
裨益対象：パンパンガ河流域、アグノ河流域の住民 
裨益人口：約 200 万人 

(2) プロジェクト全体計画の成果 
① プロジェクト運営体制が整備される。 
② 洪水予警報システムの施設・機材が整備・調達される。 
③ 住民へ的確・敏速な洪水予警報情報が届く。 
④ 住民が避難するまでの余裕時間（リードタイム）が長く取れる。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 
① プロジェクト運営のための人員を配備する。 
② パンパンガサブセンターの建設と使用する施設の補修を実施する。 
③ 新規観測局舎の建設と洪水予警報システムの機材を調達する。 
④ ソフトコンポーネントを実施する。 
⑤ 導入した洪水予警報システムの運営・維持管理を実施する。 
⑥ 関係機関と協力し、効果的な情報提供と防災活動を推進していく。 

 (4) 投入（インプット） 
ア. 日本側（＝本案件）：無償資金協力 11.69 億円 
イ. 相手国側： 



 

①ＶＡＴ予算の処置 
②パンパンガサブセンターの建設 
③使用する土地の確保と施設・機器設置許認可 
④不要な既設設備の撤去 
⑤使用する既設建物・設備の修繕 
⑥既設流出予測モデルの改修 
⑦設備の運営・維持管理に必要な人員及び経費 

(5) 実施体制 
実施機関：気象天文庁 
主管官庁：科学技術省 
 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 
フィリピン共和国 ケソン周辺、パンパンガ河流域、アグノ河流域 

(2) 概要 

本プロジェクトは、パンパンガ河・アグノ河流域を対象とした既設洪水予警報システムについて改修・拡充を行う

とともに、洪水予警報システムの効果的運用のための技術支援を実施する。 

①既存洪水予警報システムを改修し、さらに必要箇所に観測局を新設する。 

②携帯電話の混信により、リアルタイム監視や関係機関との連絡ができない基幹多重通信網を改善する。 

③ パンパンガサブセンターを新設する。（機材調達のみ） 

④関連機関とのシステム連携網を強化する。 

⑤氾濫状況の把握を容易にするため氾濫解析ソフトを導入する。 

⑥ 気象天文部および関連機関のシステム利用者を対象に、システム運用、既設流出予測ソフト更新方法、

新規氾濫解析ソフト運用方法の技術支援（ソフトコンポーネント）を行う。 

(3) 相手国側負担事項 
①ＶＡＴ予算の処置 
②パンパンガサブセンターの建設 
③各種関連機関との調整・申請・承認 

・用地取得 

・使用周波数取得 

・橋梁・河川への機材設置許可 
④不要な既設設備の撤去 
⑤使用する既設建物・設備の修繕 
⑥既設流出予測モデルの改修 

(4) 概算事業費 
概算総事業費12.30 億円（無償資金協力 11.69 億円、フィ国側負担 0.61 億円） 

(5) 工期 
第 1 期 E/N 署名から第 2 期引渡しまで約 32 ヶ月を予定 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
特になし。 
 



 

5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

対象地域で大規模な自然災害が発生しない。 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の事後評価に係る成果指標 
 現状（2007 年） プロジェクト実施後（2010 年） 

テレメータ観測データの欠測率 50% 3.6% 
観測データ収集時間 2 時間程度 10 分程度 

(2) その他の成果指標 
特に無し 

(3) 評価のタイミング 
2010 年（プロジェクト終了時）以降 
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ソフトコンポーネント計画書 
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１．背景 

(1)プロジェクトの背景 

フィ国は亜熱帯モンスーン地域に属し、モンスーンおよび台風の影響を受け、

例年暴風雨による被害を受けている。特に、フィ国最大の島であるルソン島は人

口が集中し、経済活動も活発であり、暴風雨による被害も甚大である。 

このため、フィ国は洪水による被害軽減対策の一環として、ルソン島主要流域

であるパンパンガ河、アグノ河、カガヤン河、ビコール河流域を対象とした洪水

予警報システムを日本政府の無償・有償資金協力によって整備してきた。これら

の洪水予警報システムは、当該流域での洪水被害の軽減に貢献してきている。 

しかし、今回要請の対象とされたパンパンガ河、アグノ河流域については整備

後 10 年から 30 年が経過しており、老朽化が著しい。また、両システムは、老朽

化に加え、90 年代のピナツボ火山噴火による火山泥流、バギオでの地震等の災害

によりダメージを受けており、当初の機能を十分発揮できない状態になっている。 

このような状況の下、フィ国はパンパンガ河、アグノ河流域を対象とした洪水

予警報システムのリハビリに必要な機材整備を、わが国に無償資金協力にて要請

してきた。当初のフィ国側からの要請は、既存システムのリハビリを対象とした

ものであった。しかし、リハビリを実施しただけでは、適切な洪水予警報システ

ムが機能しないことを危惧し、日本側は本調査を一般無償資金協力の事業の実施

を前提にするものと位置づけを変更した。 

基本設計調査現地調査時には、フィ側から一般無償を前提とした、要請機材の

項目リストを含め機材の要請が提示され、これを受け適正な協力対象事業を検討

する基本設計が実施された。 

本プロジェクトは、パンパンガ河・アグノ河流域の洪水予警報システムが正常に

機能し、円滑でより効果的な防災活動が実施されることを目的として、既設洪水

予警報システムを強化するものである。 

(2)ソフトコンポーネントの背景 

今回改善される洪水予警報システムは、既設システムに比較して以下に挙げる点が大き

な特徴である。 

1) 洪水対策関連機関での洪水関連情報の監視。 

既設洪水予警報システムにおいては、以下にあげるような関連機関において収集できる

情報は非常に限られておりかつ電話や FAX による情報であり、情報収集の正確性や敏速

性に欠けていた。しかし、本プロジェクトでは、洪水対策に関連する以下の機関に洪水予警

報システムの監視モニターを設置し、気象天文庁（PAGASA）で収集し予測・解析した情報

を直接監視できるよう新たに計画している。そのため、監視モニターによる新たな洪水予警

報システムの操作・運用方法についてソフトコンポーネントが必要である。 
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表-1 洪水対策関連機関の役割 

機  関 役  割 

国 家 災 害 調 整 委 員 会

（NDCC） 

災害対策の最高機関として災害対策のための情報や指示を

提供する 

国家電力庁(NPC) 発電用ダムの運用管理を総括する 

国家灌漑庁(NIA) 灌漑用ダムの運用管理を総括する 

公共事業道路省(DPWH) 河川や道路の維持管理を実施する 

サンロケダム アグノ河流域の中流部にありアグノ河にﾀﾞﾑ貯水を放流する 

ビンガダム アグノ河流域の上流部にありアグノ河にダム貯水を放流する 

パンタバンガンダム パンパンガ河流域の上流部にありパンパンガ河にダム貯水を

放流する 

2) 観測局が増えたため、既設流出予測ソフトを更新する。 

流出予測ソフトとは、流域上流で観測した雨量情報や水位情報に基き、数時間先の流域

下流の河川流量と河川水位を予測するソフトであり、気象天文庁にて既に運用されている。 

しかし、本プロジェクトにより、あらたに雨量観測局や水位観測局を追加したことにより、流出

予測ソフトの観測情報と予測する河川流量・河川水位の関係を新たに組直す必要がある。

既設流出予測ソフトを組直しかつ継続的に更新できるようソフトコンポーネントによる技術指

導が必要である。 

3) 情報提供方法改善のため、新規に氾濫解析ソフトを導入する。 

氾濫解析ソフトとは、流出予測ソフトにより予測された下流地点の流量と水位情報および

地形データに基き、河川からの氾濫状態を分かりやすく図示するソフトであり、本プロジェク

トにて新規に導入する。新規に導入する氾濫解析ソフトを洪水対策活動に有効にかつ継続

的に使用するためにソフトコンポーネントが必要である。 

 

(3)ソフトコンポーネントの位置付け 

本プロジェクトにより改善する洪水予警報システムを適切かつ効果的に運用し

ていくためには、上記の特徴に考慮した運用管理方法に熟知していく必要があり、

さらに洪水予警報システムの効果を上げプロジェクト目標を達成するためには、

以下の(a)から(i)に示す活動を実施する必要がある。 

(a) 洪水予警報システムの基本的な運用・維持管理 

(b) 洪水予警報システムの総合的・効率的な運用・管理 

(c) 洪水予報および警報発令基準の整理と改善 

(d) 既設流出予測ソフトの更新 

(e) 精度維持のための管理方法 
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(f) 氾濫解析ソフトを利用した情報提供方法の改善 

(g) 洪水予警報システムを活用した避難計画（ハザードマップ）および洪水危機管

理計画の策定 

(h) 洪水予警報システムを活用した関連機関による防災活動の活性化・効率化の継

続的活動 

(i) 洪水予警報システムを活用した洪水被害軽減策の住民への啓蒙活動の実施 

これらの項目の中で、 

(a)に関しては、建設業者により施設建設・機材調達の一環として実施される。 

(b)～(f)に関しては、洪水予警報システムの運用が円滑に立ち上がりと持続性を

最低限確保するために必要であり、無償資金協力の本ソフトコンポーネントによ

る技術支援の実施が必要と判断される。（上記アンダーラインの活動） 

(g)～(i)に関しては、システムを稼働させるための必要条件ではなく、洪水予警

報システムの効果を上げるために必要な活動である。そこで、ソフトコンポーネ

ントによる技術支援ではなく、現地実施機関独自で行うか、他の技術支援により

実施することが望ましい。 

特に上記（b）においては、関連機関を含めた総合的な洪水予警報システムの運用・

管理については実施機関である気象天文庁(PAGASA)の洪水予警報部(FFB)のみならず、

国家災害調整委員会(NDCC)、国家電力庁(NPC)、国家灌漑庁(NIA)、公共事業道路省

(DPWH)や関連するダム管理所など洪水対策に関連する機関にも洪水予警報システム

の運用・管理方法を習得してもらうことが必要である。 

２．ソフトコンポーネントの目標 

無償資金協力のソフトコンポーネントによる技術支援の目標は、洪水予警報システ

ム機材の操作・運用・維持管理を適切に行うための人材を育成することにある。 

具体的には、以下人材育成を行うことを目標とする。 

表-2 ソフトコンポーネントの具体的な目標 

対  象 目  標 

洪水予警報システムの運用管理を行う技

術者 

効果的な防災活動が実施可能となるよう、監視端

末等の操作・運用方法を習得する。 

流出予測ソフトの運用管理を行う技術者 水位データの予測精度が高く継続的な更新も可

能となるよう、流出予測ソフトの操作・運用方法を

習得する。 

氾濫解析ソフトの運用管理を行う技術者 氾濫解析の精度が高く継続的な更新も可能となる

よう、氾濫解析ソフトの操作・運用方法を習得す

る。 
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３．ソフトコンポーネントの成果 

洪水予警報システムの効率的な運用・維持管理に関する技術支援による成果を運用

面と技術面に分けて以下に示す。 

運用管理技術面の成果 

(1) 防災活動における各関連組織の役割と活動内容が明確になるとともに、効果的

な防災活動となるために必要な情報の提供方法や連携方法が明確になること

により、システムの運用が効果的となりさらに敏速な意思決定が可能となる。 

(2) システムの運用・維持管理マニュアルを改訂し、基本的な運用維持管理を実施

できる技術力と判断力が育成される。 

(3) 洪水対策のために有効な情報の管理と活用が可能となる。 

(4) 洪水予報および警報発令の基準設定技術が育成されるとともに適正な基

準が設定されることにより、効果的な水位等の情報提供が可能となる。 

(5) 図上による訓練と実地訓練を実施することにより、緊急時の運用を経験すると

ともに、システム運用の課題が明確になり、対策を講じることが可能となる。 

流出予測ソフト更新技術の成果 

(1) 既設流出予測ソフトの仕組み、能力、課題等を把握するとともに、ソフト

更新の設計、外部発注、検証を通じ、継続的なソフト更新の技術が育成さ

れる。 

(2) 流出予測ソフトの運用管理マニュアルを改訂するとともに、更新した流出予

測ソフトを操作し、水位を予測することにより、分かりやすい水位予測情

報を提供することが可能となる。 

(3) 流出予測ソフト出力の精度を維持するための運用管理技術が育成される。 

氾濫解析ソフト技術の成果 

(1) 氾濫解析ソフトの仕組み、能力、課題等を把握するとともに、ソフト導入

のための設計、カスタマイズ、検証を通じ、継続的なソフト更新の技術が

育成される。 

(2) 運用管理マニュアルを作成するとともに操作・運用方法の技術を習得する

ことにより、洪水氾濫の予測および氾濫の程度を分析することが可能とな

る。 

(3) 氾濫解析ソフト出力の精度を維持するための運用管理技術が育成される。 
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(4) 氾濫解析ソフトを使用し発令基準を検証することが可能となる。 

(5) 氾濫解析ソフトを使用することにより、情報提供方法が改善されるととも

にハザードマップ普及も推進される。 

４．成果達成度の確認方法 

成果達成度の評価は、技術支援の実施中にその都度把握していく必要があるが、定

量的には、技術支援担当者が期待できる成果をチェックシートに整理し、その評価表

によって確認し結果をとりまとめる。成果達成度の評価表の事例を表-3 に示す。 

表-3 成果達成度の評価表の事例 

評価項目 評価 

運用管理技術面の評価 

1.組織・体制 

・各関連組織の役割と活動内容を理解しているか 

・必要な情報の提供方法や連携方法が明確になっているか 

2. 観測データの整理と分析 

・洪水対策に必要な情報の種類、精度、収集タイミングが整理できているか 

・情報の管理方法と活用方法を理解しているか 

・短時間降雨データの重要性を理解しているか。 

・時間雨量、洪水到達時間内雨量といった降雨特性を理解しているか。 

・時間、３時間、日雨量の整理が可能か、またその重要性を理解しているか。 

・時間水位、日水位データの整理が可能か、またその重要性を理解しているか 

3. 洪水予警報の方法 

・基本的な運営管理を実施できる技術力と判断力を保持しているか 

・洪水予報および警報発令における水位等の基準が理解されているか 

・洪水予警報の発令基準と防災活動との関係が理解されているか 

・情報提供方法の改善方法について理解しているか 

4. その他 

・今後の洪水防災体制と洪水予警報システムについて把握しているか 

・運用訓練を通じて課題を明確にし、対策を提言したか 

 

既設流出予測ソフト更新技術の評価 

1. 洪水流出予測ソフト 

・ソフト構造について理解しているか 

・降雨と流出の関係を把握できるか 

・降雨パターンを変更し流出計算を実行できるか 

・流出計算結果をもとに洪水予報のための降雨-流出波形を作成できるか 

・ソフトの適用限界について理解しているか 

・現在のソフトの課題を理解しているか 

2. 洪水予測手順の理解 

・洪水予測に必要な水文データについて理解しているか 

・現在保有している水文データについて理解しているか 

・洪水予測に対する、現状での課題を理解しているか 

・洪水予測の手順を理解しているか 

・予測リードタイムと精度の関係を理解しているか 

3.既設ソフト更新 

・新たなソフトやソフトの改修設計方法を理解しているか 

・ソフトの適用方法について理解しているか 

・予測リードタイムと精度の妥当性を理解しているか 

・ソフトの検証方法について理解しているか 
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・予測情報の効果的な提供方法について理解しているか 

4.ソフト精度向上 

・ソフトの精度向上に向けての手法を理解しているか 

氾濫解析ソフト技術の評価 

1. 氾濫解析ソフト 

・ソフト構造について理解しているか 

・流出計算結果と氾濫の関係を把握できるか 

・ソフトの適用限界について理解しているか 

・ソフトの課題を理解しているか 

2. 氾濫解析検討手順の理解 

・氾濫解析に必要な地形データについて理解しているか 

・現在保有している地形データについて理解しているか 

・氾濫解析に対する、現状での課題を理解しているか 

・氾濫解析の手順を理解しているか 

3.ソフトカスタマイズ 

・ソフトのカスタマイズ方法を理解しているか。 

・ソフトの適用方法について理解しているか 

・ソフトの検証方法について理解しているか 

4.ソフト精度向上 

・ソフトの精度向上に向けての手法を理解しているか 

5.その他 

・洪水予警報の発令基準の検証方法を理解しているか 

・情報提供方法の改善方法を理解しているか 

・ハザードマップへの利用方法を理解しているか 

 

５．活動と投入計画 

(1) 専門別受講者対象者 

各技術支援に対し最低必要と判断される専門別受講対象者数を表-4 にしめす。 

表-4 技術支援の専門別受講対象者数とグループ 

人数 
機関 担当業務 

責任者 担当 

受講者 

グループ 

運用担当 1 名 6 名 A 

流出予測担当 1 名 6 名 B 
気象天文庁(PAGASA)・ 

洪水予報部(FFB) 
氾濫解析担当 1 名 4 名 C 

国家災害調整委員会(NDCC) 運用担当 1 名 2 名 D 

国家電力庁(NPC) 運用担当 1 名 2 名 D 

国家灌漑庁(NIA) 運用担当 1 名 2 名 D 

公共事業道路省(DPWH) 運用担当 1 名 2 名 D 

サンロケダム 運用担当 1 名 2 名 D 

ビンガダム 運用担当 1 名 2 名 D 

パンタバンガンダム 運用担当 1 名 2 名 D 

(2) 技術支援の活動内容 

洪水予警報システムの運営・維持管理に関する技術支援の活動内容を運用管理技術

面、既設流出予測技術面および氾濫解析技術面に分け表-5 に列記する。受講者グルー

プの分類は、表-4 に示す。 

尚、運用管理技術面と既設洪水予測面における監視操作の説明・指導は、数台の端
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末にて同時に実施可能であるが、氾濫解析技術面における操作・指導は、氾濫解析ソ

フトのライセンスの関係上、端末 1 台での操作となるため、1 名または 2 名ずつに担

当を分け交代で操作・指導を実施する。 

表-5  技術支援の活動内容 

運用管理技術面：1.375 ヶ月（1期：0.875 ヶ月（3.5 週）、2期：0.5 ヶ月（2週）） 

活動内容 
受講者 
グループ 

必要期

間（週） 

必要期

間（週）

1.組織体制の確認と連携方法の説明 

 防災活動における各機関の担当部門と役割分担を設定し、各

機関および職員の責任体制を明確にするとともに、効果的な

防災活動となるために必要な情報の提供方法や連携方法を

提示する。 
・各機関との役割分担の説明と確認 

・各機関との連携方法と防災活動の説明と確認 

・各機関と交換する情報とタイミングの説明と確認 

A,D 0.5 - 

2. システムの運営・維持管理マニュアルの改訂 

 システムの洪水期と非洪水期の運営管理基準の設定を行う。

効果的な防災活動となるよう、システムの運営・維持管理マ

ニュアルを改訂し、基本的な運営維持管理を実施できる技術

力と判断力を育成する。 
・運用維持管理方法の説明(0.25 週) 
・既存運用維持管理マニュアルの改訂作業(0.75 週) 

A,D 1.0 - 

3. 情報の管理方法の説明・指導 

 洪水対策のために必要な情報の種類、精度、収集タイミング

を整理するとともに情報の管理方法と活用方法を明確にす

る。 
・情報の管理方法と活用方法の説明 
・データベース構築の説明と作成作業 

A 0.5 - 

4. 洪水予警報の発令基準の説明・指導 

 洪水予報および警報発令の基準を確認するとともに、各現場

での情報を整理し適切な基準を決定する。また、効果的な水

位等の情報提供方法についても指導する。 

・発令基準の目的、運用方法、設定方法の説明（1期：0.5 週）

・発令基準の設定作業 

（1期パンパンガ河流域：0.5 週、2期アグノ河流域：0.5 週）

A 1.0 0.5 

5. 今後の洪水防災体制と洪水予警報システムの説明 

 将来、ダム管理システムの更新や各種観測と情報提供が可能

となることを想定し、今後の洪水防災体制と洪水予警報シス

テムについて説明する。 
・今後の洪水防災体制と洪水予警報システムの説明 

A,D 0.5 - 

6. 運用訓練 

 図上による訓練と実地訓練を実施し、システム運用の課題を

明確にし、対策を提言する。 
・訓練準備作業（0.25 週） 

・図上訓練作業（0.25 週） 
・実施訓練作業（2回：0.5 週） 

A,D - 1.0 

7. 評価 

 本技術支援の評価を行う。 

・ペーパによる確認 

・操作運用による確認 

A,D - 0.5 
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既設流出予測技術面：2.375 ヶ月（1期：1.375 ヶ月（5.5 週）、2期：1ヶ月（4週）） 

活動内容 
受講者 

グループ 

必要期

間（週） 

必要期

間（週）

1. 既設洪水流出予測ソフトの説明 

 既設洪水流出予測ソフトの構成・内容を説明し、既設ソフト

を操作し、流出計算を確実に行えることを確認する。 

・既設流出予測ソフトの説明 

・既設流出予測ソフトの操作 

B 0.5 - 

2. 洪水予測手順の説明 

 洪水予測手順、流出予測に必要な水文データ、現状の課題等

を説明・指導する。 

・洪水予測手順の説明 

・流出予測に必要なデータの説明 

・収集データの精度等の課題の説明 

B 0.5 - 

3. 観測データの整理と分析 

 観測データの整理と分析方法を説明・指導する。 

・観測データの整理・分析の目的と方法の説明（0.5 週） 

・観測した降雨・水位データの整理（1.0 週） 

・降雨・水位データの相互関係の分析（0.5 週） 

B 2.0 - 

4. 既設洪水流出予測ソフト更新設計の説明・指導 

 流出予測ソフトの更新および精度向上にむけて改善方法と

設計方法を説明し、設計する。 

・ソフト設計方法おおび精度向上方法の説明(0.5 週) 

・地質、地形、河川構造物及び氾濫状況等を考慮した流域特

性の係数の設定（1.0 週） 

・河川の合流、ダムや流域特性等を考慮した流域分割とティ

ーセン係数（流域の平均雨量を算定するための係数）の設定

および流出計算モデルの構築（1.0 週） 

B 2.5 - 

5. 既設洪水流出予測ソフト更新検証の説明・指導 

・既設流出予測ソフトの検証方法を説明する。(0.25 週) 

・検証データおよびチェックシートの準備(0.25 週) 

・更新したソフトの検証(0.5 週) 

B - 1.0 

6. 既設流出計算の指導 

 既設運用マニュアルを改定するとともに、ソフト操作の確認

を行う。精度向上に向けて改善方法を説明し、精度向上のた

めの作業を行う。 

・既存運用マニュアルの改訂とソフト操作の確認作業（0.5 週）

・精度向上方法と管理運用方法の説明（0.5 週） 

・予測データと実測データを対比し、流域特性の係数を調整

することによる精度向上作業（1.0 週） 

B - 2.0 

7. 洪水予警報の情報提供方法の説明・指導 

 洪水予警報の情報提供方法を説明し、課題および改善方法を

説明・指導する。 

・洪水予警報の情報提供方法の課題および改善方法の説明 

B - 0.5 

8. 評価 

 本技術支援の評価を行う。 

・ペーパによる確認 

・操作運用による確認 

B - 0.5 
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氾濫解析技術面：1.875 ヶ月（1期：0.875 ヶ月（3.5 週）、2期：1ヶ月（4週）） 

必要期間（週）
活動内容 

受講者 

グループ （1期） （2期）

1. 氾濫解析ソフトの説明 

 氾濫解析ソフトの構成・内容を説明し、他事例によりソフト

を操作し、氾濫解析ソフト操作の基本知識を習得する。 

・氾濫解析ソフトの説明 

・事例による氾濫解析ソフトの操作 

c 0.5 - 

2. 氾濫解析手順の説明 

 氾濫解析手順、氾濫解析に必要な地形データ、現状の課題、

等を説明・指導する。 

・氾濫解析手順の説明 

・氾濫解析に必要なデータの説明 

・収集データの精度等の課題の説明 

c 0.5 - 

3. 地形データの整理と分析 

 流域の地形データの整理・分析方法を説明・指導する。 

・データ収集・整理方法の説明（0.5 週） 

・データ収集とデータフォーマット変換等の整理作業（1.0 週）

c 1.5 - 

4. 氾濫解析ソフトカスタマイズ 

 氾濫解析ソフトのカスタマイズ方法を説明し実施する。 

・氾濫解析ソフトのカスタマイズ作業（1.0 週）＊ 

c 1.0 - 

5. 氾濫解析ソフト検証の説明・指導 

・ソフトの検証方法を説明する。（0.25 週） 

・検証のためのデータ整理作業（0.25 週） 

・ソフトの検証（0.5 週）＊ 

c - 1.0 

6. 氾濫解析方法の指導 

 運用マニュアルを作成するとともに、氾濫解析ソフトの操作

および流出予測から氾濫解析まで一貫したソフトの操作確

認を行う。精度向上に向けて改善方法を説明する。 

・運用マニュアルの作成作業（0.75 週） 

・流出予測を含めた氾濫解析ソフトの操作確認（1.0 週）＊ 

・精度向上方法および管理運用方法の説明（0.25 週） 

c - 2.0 

7. 氾濫解析ソフトの利用方法の説明・指導 

 洪水予警報の情報提供方法およびハザードマップへの利用

など氾濫解析ソフトの利用方法を説明し、課題および改善方

法を説明・指導する。 

・発令基準の検証方法の説明と操作 

・洪水予警報の情報提供方法の説明と操作 

・解析結果の表示方法とハザードマップへの利用方法の説明

と操作 

c - 0.5 

8. 評価 

 本技術支援の評価を行う。 

・ペーパによる確認 

・操作運用による確認 

c - 0.5 

*：本操作指導は、1名または2名の担当別に交代で実施する 

(3) 日本側からの投入 

技術支援を遂行するために必要な日本側からの投入は、システム全体の運営・

維持管理を指導する技師 1 名（1.375 ヶ月）および既設流出予測ソフト・氾濫解析

ソフトに精通した水理・水文技師の１名（4.25 ヶ月）とする。 
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６．実施リソースの調達方法 

本ソフトコンポーネントは以下の理由により本邦コンサルタント直接支援型により

実施することが最も有効である。 

・ パンパンガ・アグノ河流域を含めた洪水予警報システムは、日本の無償・有償

資金協力により導入され、日本の技術的知見や技術基準などを基に構築されて

おり、本システムの運用に関し日本からの技術移転が必要である。 

・ 既設の流出予測ソフトは日本の資金協力や技術支援により構築・運用してきて

おり、ソフトの構成等、日本の技術者が熟知している。新規に導入する氾濫解

析ソフトに関しても既設流出予測ソフトの機能を基に構築・運用する必要があ

り、既設流出予測ソフトに精通している日本の技術者による技術指導が必要で

ある。 

一方、本プロジェクトの技術支援に投入される技術者は以下のとおりである。 

運用管理技術面の支援 

日本および海外の洪水予警報システムの運用に係わる経歴をもち、パンパン

ガ・アグノ流域の洪水事情にも詳しい人材が望ましい。 

流出予測・氾濫解析技術面の支援 

既設流ソフトの構成および新規氾濫解析ソフトを熟知している水理・水文技

術者が望ましい。 

尚、既設流出予測ソフトや氾濫解析ソフトの指導は、ソフトの基本構成や基本

的な操作方法を指導したうえで、現状の諸条件の基に効果的な洪水対策を目標と

した操作運用方法を指導することが重要であり、業者によるテクニカルな操作指

導ではなく、コンサルタントによる効果的な運用方法の指導が必要となる。 

７．実施工程 

ソフトコンポーネント教育は、運用管理技術、流出予測技術、氾濫解析技術の 3 種類

を設定し、洪水予警報システムの運用管理に携わる気象天文庁（PAGASA）の技術者

を中心に実施するが、運用管理技術の一部においては、関連機関の技術者も対象に

実施する。期間は、職員が繁忙となる雨季避け、各期の完了前（2 回）に分け実施す

る。 

－2008 年 12 月～2009 年 3 月：1 期工事完了時 

（DIC，関連機関、パンパンガ河流域システムが完成する時期） 

－2010 年 1 月～2010 年 3 月：2 期工事完了時 

（アグノ河流域システムを含め更新する全システムが完成する時期） 



11 

表-6  ソフトコンポーネント実施工程表 

2008年
12月 1月 2月 3月 1月 2月 3月 1期 2期

1.運用管理技術 0.875 0.500
(1)組織体制の確認と連携方法の説明 0.125
(2)システムの運営・維持管理マニュアルの改訂 0.250
(3)情報の管理方法の説明・指導 0.125
(4)洪水予警報の発令基準の説明・指導 0.250 0.125
(5)今後の洪水防災体制と洪水予警報システムの説明 0.125
(6)運用訓練 0.250
(7)評価 0.125
2.既設流出予測技術 1.375 1.000
(1)既設洪水流出予測ソフトの説明 0.125
(2)洪水予測手順の説明 0.125
(3)観測データの整理と分析 0.500
(4)既設洪水流出予測ソフト更新設計の説明・指導 0.625
(5)既設洪水流出予測ソフト更新検証の説明・指導 0.250
(6)既設流出計算の指導 0.500
(7)洪水予警報の情報提供方法の説明・指導 0.125
(8)評価 0.125
3.氾濫解析技術 0.875 1.000
(1)氾濫解析ソフトの説明 0.125
(2)氾濫解析手順の説明 0.125
(3)地形データの整理と分析 0.375
(4)氾濫解析ソフトカスタマイズ 0.250
(5)氾濫解析ソフト検証の説明・指導 0.250
(6)氾濫解析方法の指導 0.500
(7)氾濫解析ソフトの利用方法の説明・指導 0.125
(8)評価 0.125

3.125 2.500総　　計

活動内容
合計（月）

2009年
1期 2期

2010年

 

８．成果品 

ソフトコンポーネント業務の成果品は、以下のとおりである。 

(1) フィリピン政府へ提出する完了報告書（Final Report） 

(2) JICA へ提出する完了報告書 

(3) 本技術支援において作成するマニュアル類 

９．概算事業費 

本ソフトコンポーネントの費用は、全体概算額 12,837,000 円（1期：7,126,000 円、

2期：5,711,000 円）と見込まれる。現地再委託費はゼロである。 

１０．相手国実施機関の責務 

ソフトコンポーネントの目標達成のためには、ソフトコンポーネント投入による成

果に加え、先方実施機関や地域住民による運営維持管理活動等の継続的な実施が必要

である。以下に、先方実施機関や地域住民等の責務となる継続的な取り組みについて

記載する。 

洪水予警報システムを活用した避難計画（ハザードマップ）および地域防災計

画の策定 

・地域の行政機関は、洪水予警報システムの氾濫解析結果を基にハザードマップ

等の避難計画を含めた地域防災計画の策定を推進していく。 

・先方実施機関（PAGASA）は、洪水予警報システムの氾濫解析結果を提供すると
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ともにハザードマップ整備推進のための技術指導を実施していく。 

洪水予警報システムを活用した関連機関による防災活動の活性化・効率化の継続的

活動 

・洪水対策に関連する機関は、洪水予警報システムの有効利用と防災活動活性

化・効率化の協議を定期的・継続的に進める。 

・先方実施機関（PAGASA）は、関連機関との協議結果を踏まえ、洪水予警報シス

テムの情報提供方法等を改善していく。 

洪水予警報システムを活用した洪水被害軽減策の住民への啓蒙活動の実施 

・地域の行政機関は、ハザードマップ等の避難計画を住民に周知させ、防災意識

高揚のための住民への啓蒙活動を推進していく。 

・先方実施機関（PAGASA）は、地域行政の洪水被害軽減策の推進に協力してい

く。 

 

本プロジェクトおよびソフトコンポーネントの目標達成のためには、実施機関

（PAGASA）のみならず、地域行政や関係機関の協力と継続的な活動が不可欠である。 

実施機関（PAGASA）は、地域行政や関係機関の運営維持管理活動等の継続的な実施に

対する指導を実施していくものの、基本的には別組織であり、活動が停滞する可能性

も否定できない。 

 

そのため、ソフトコンポーネント完了後の先方実施機関、地域行政および関連

機関による運営維持管理等の継続的な実施のためには、包括的で地域防災活動に

視点をおいた本邦の定期的な技術協力が有効と考える。 

 

 



 

 

 

 

 

添付資料 

 

１． ソフトコンポーネント費用内訳表 

 

 

 

 

 

 

 



 

ソフトコンポーネント費用内訳表 

現地貨(ペソ) 日本(円) 現地貨(ペソ) 日本(円)
ソフトコンポーネント(1期) 直接人件費 格付3号 A-3 月 0.875 802,000 701,750

格付4号 A-4 月 2.250 624,000 1,404,000
直接人件費計 2,105,750 0 2,105,750
間接費 諸経費 1,895,175

技術経費 （直接人件費＋諸経費）の20% 800,185
間接費計 2,695,360 0 2,695,360
直接経費 旅費 航空運賃 格付3,4号 エコノミー、Y2 往復 2 175,400 350,800

国内移動 格付3,4号 往復 2 4,140 8,280
宿泊費 格付3号 1～30日 泊 26 11,600 301,600

格付4号 1～30日 泊 30 11,600 348,000
30～60日 泊 30 10,440 313,200
61日以上 泊 6 9,280 55,680

日当 格付3号 1～30日 日 27 3,800 102,600
格付4号 1～30日 日 30 3,800 114,000

30～60日 日 30 3,420 102,600
61日以上 日 7 3,040 21,280

旅費計 1,718,040
交通費 車両借上費 セダン 台・日 90 2,350 211,500
交通費計 211,500
印刷製本費 講習資料 簡易製本 部 25 5,000 125,000
印刷製本費計 125,000

直接経費計 211,500 1,843,040 482,643 2,325,683
ソフトコンポーネント(1期)合計 7,126,000
ソフトコンポーネント(2期) 直接人件費 格付3号 A-3 月 0.5 802,000 401,000

格付4号 A-4 月 2.0 624,000 1,248,000
直接人件費計 1,649,000 0 1,649,000
間接費 諸経費 1,484,100

技術経費 （直接人件費＋諸経費）の20% 626,620
間接費計 2,110,720 0 2,110,720
直接経費 旅費 航空運賃 格付3,4号 エコノミー、Y2 往復 2 175,400 350,800

国内移動 格付3,4号 往復 2 4,140 8,280
宿泊費 格付3号 1～30日 泊 14 11,600 162,400

格付4号 1～30日 泊 30 11,600 348,000
30～60日 泊 29 10,440 302,760

日当 格付3号 1～30日 日 15 3,800 57,000
格付4号 1～30日 日 30 3,800 114,000

30～60日 日 30 3,420 102,600
旅費計 1,445,840
交通費 車両借上費 セダン 台・日 71 2,350 166,850
交通費計 166,850
印刷製本費 講習資料 簡易製本 部 25 5,000 125,000
印刷製本費計 125,000

直接経費計 166,850 1,570,840 380,752 1,951,592
ソフトコンポーネント(2期)合計 5,711,000
ソフトコンポーネント(全期)合計 12,837,000

合　　計
日本(円)

記号 単位 数量
単価

項目 費目 細目 種別

直接人件費の90%

直接人件費の90%

金額 Rate変換
現地(円)
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